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共有私道における排水設備の
設置等に係る具体ケース等

※本資料は、各自治体への聞取りよる情報を参考に、事務局において具体ケース
のイメージを整理したものであり、必ずしも実際の事案と一致するものではない。
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【ケース1（A自治体）：共同排水設備設置に係る事例①（共同所有型）】
同意要件見直しにより対応可能となったケース

＜事例の概要と対応策の例＞
１．共有私道等の概要
・昭和47年築造（アスファルト舗装）の延長110m、幅4.5mの共有私道（共同所有型）
・公道に面する「筆A」及び面さない「筆B」の２筆の土地で構成（下記青枠）
【筆A】・開発に携わった不動産会社及び土地所有者①～⑫が共有 （持分：各13分の１）

・土地所有者のうち、⑥（死亡）・不動産業者の２者が所在等不明者
【筆B】・土地所有者⑬～⑯が共有 （持分：各４分の１）

２．排水設備設置等の必要性・状況の概要
・ 公道に面する①・④～⑨は公共下水管に直接接続済
・ 私道に面する②・③・⑩～⑯は浄化槽を使用しており、筆A・筆Bの土地を使用し、排水設備等を
設置する必要

３．本ケースにおける排水設備設置等に係る整理
（前提）
・②・③・⑩～⑫：筆A（共同所有型私道）を共有物として使用する必要

・⑬～⑯：筆Aを他人の土地として、筆B（共同所有型私道）を共有物として使用する必要
・⑥・不動産業者が所在等不明のため、同意書を得ることができない。

（対応）
・排水設備等設置について、令和２年の制度改正により、私道共有者の同意添付は求めていな
いため、所在等不明者（⑥・不動産業者）によらず、排水設備設置が可能

（補足）
本ケースにおいては、住民はＡ自治体の支援制度である公共下水道布設制度の活用を希望

していたが、私道共有者全員の同意書添付が必要なことにより制度活用を断念した。これに
ついて、ケース10の４.課題解決の対応策（案）と同様の方向性により、改善が可能と考えら
れる。

同意書添付は求めていない （※令和２年に「全員の同意書添付」から制度を見直し）

（参考）
公共下水道布設制度：私道共有者全員の同意書添付が必要

不動産業者（所在等不明）及び①～⑫の土地所有者の共同所有型私道

制度改正により、所在等不明者の存在によらず排水設備設置が可能

＜概略図＞ １



区分所有建物の共有者 状況 持分

Ａ 不明 1/5

Ｂ 同意拒否 1/5

Ｃ 同意 1/5

Ｄ 同意 1/5

Ｅ 同意 1/5

＜B自治体における同意を求める私道共有者の範囲（共同排水設備設置助成制度：マンション）＞

【ケース２（B自治体）：共同排水設備設置の補助制度（補修）に係る事例①（共同所有型）：マンション】
同意要件見直しにより対応可能となったケース

＜事例の概要と対応策の例＞

１．共有私道等の概要
・１筆の土地で構成される私道敷（下図青枠内）で、マンション区分の所有権者である5名による共同所
有型共有私道
【筆①】5名（Ａ～Ｅ）による共有地（持分：各５分の１）。 うち、Ａ（持分：５分の１)が所在等不明

２．排水設備設置等の必要性・状況の概要
・私道下には既設の排水管があり、公共下水道管に直接接続済
・①の土地所有者等マンション区分所有者（Ｃ～Ｅ）が既設の排水管の補修を計画
・B自治体においては、共同排水設備設置助成制度があり、土地所有者等（Ｃ～Ｅ）は当該制度の活用
により共同排水設備の補修を希望

３．本ケースにおける補助制度活用に係る整理
（前提）
・Ｃ～Ｅ：①を共有物として使用する必要

・土地所有者Aが所在等不明、土地所有者Bが同意拒否により、同意書を得ることができない。
（対応）
・共同排水設備設置助成制度については、平成29年の制度改正により、土地所有者Ａ・Ｂの同意はなく
とも、過半数を超える５分の３の土地所有者数及び土地所有者持分を満たせば可とされているため、
同制度の活用が可能

・ マンションの管理規約による集会の決議で可
・ 管理規約が定められていない場合B自治体における共有私道に係るルール（所在等不明者がいる等や
むを得ない場合は、過半数を超える土地所有持分及び半数以上の土地所有者数の同意書添付で可）が
適用 （※平成29年に「区分所有者全員の同意書添付」から制度を見直し）

＜概略図＞

制度改正により、所在等不明者等の同意によらず、過半数等の同意により補助制度の活用が可能
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＜C自治体における同意を求める私道共有者の範囲（共同排水設備設置助成制度）＞

【ケース３（C自治体）：共同排水設備設置の補助制度（新設）に係る事例②（相互持合型）】
同意要件見直しにより対応可能となったケース

＜事例の概要と対応策の例＞
１．共有私道等の概要
・５筆（①～⑤）の土地で構成される私道敷（下図青枠内）。うち、１筆（①）で所有者の所在不明
【筆①】土地所有者①が所有（所在不明） 【筆②】土地所有者②が所有
【筆③】土地所有者③が所有 【筆④】土地所有者④が所有 【筆⑤】土地所有者⑤が所有

２．排水設備設置等の必要性・状況の概要
・私道下に既設の排水管はなく、公道に面する２宅地（①・②）は公共下水道に直接接続済
・私道に面する③～⑤は、私道に排水設備を設置する必要。（私道の中央に設置することが一般的）
・C自治体においては、共同排水設備設置助成制度があり、土地所有者等（③～⑤）は当該制度の活
用を希望

３．本ケースにおける補助制度活用に係る整理
（前提）
・③～⑤：私道の中央に排水設備を設置する場合、筆①～⑤（相互持合型私道）を使用する必

要があるが、工事箇所を工夫すれば、筆①を使用せずとも排水設備設置は可能。
・土地所有者①が所在等不明のため、同意書を得ることができない。

（対応）
・共同排水設備設置助成制度について、平成29年の制度改正により、（同意を取得できない土地
（①）を除き、)同意を取得できた土地のみを助成対象とすることが可能となったため、②～⑤の同意を
もって、工事箇所の工夫により①の土地を使用せず、同制度の活用が可能

・ 私道共有者全員の同意書添付が原則
・ 一部所在等不明者がいる場合には、私道共有者の過半数を超える土地所有持分及び土地所有者
数の同意書添付でも可
・ 同意取得した対象の土地のみ助成対象 （※平成29年に全員の同意書添付」から制度を見直し）

＜概略図＞

制度改正により、所在不明者等の同意によらず、同意取得土地のみを対象として補助制度の活用が可能
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＜D自治体における同意を求める私道共有者の範囲（共同排水設備設置助成制度）＞

【ケース４（D自治体）：共同排水設備設置の補助制度（補修）に係る事例③（相互持合型）】
同意要件見直しにより対応可能となったケース

＜事例の概要と対応策の例＞
１．共有私道等の概要
・４筆の土地（①～④）で構成される私道敷（下図青枠内）。うち１筆で所有者の所在が不明
【筆①】土地所有者①が所有（所在等不明） 【筆②】土地所有者②が所有
【筆③】土地所有者③が所有 【筆④】土地所有者④が所有

２．排水設備設置等の必要性・状況の概要
・私道下には既設の排水管があり、私道にのみ面する２宅地（③・④）は共同排水設備を介して公共下
水管に接続済であり、公道に面する2宅地（①・②）は直接公共下水道管に接続済
・私道に面する③・④は、①・②の土地を使用し、排水設備を設置済
・D自治体においては、共同排水設備設置助成制度があり、土地所有者等（③・④）は当該制度の活用
により共同排水設備の補修を希望

３．本ケースにおける補助制度活用に係る整理
（前提）
・③・④：私道の中央に排水設備を設置する場合、筆①・②（相互持合型私道）を使用する必

要があるが、工事箇所を工夫すれば、筆①を使用せずとも排水設備設置は可
・土地所有者①が所在不明のため、同意書を得ることができない。

（対応）
・共同排水設備設置助成制度については、平成29年の制度改正により、（同意を取得できない土地
（①）を除き、）同意を取得できた土地のみを助成対象とすることが可能となったため、工事箇所の工夫
により、②～④の同意をもって、①の土地を使用せず同制度の活用が可能

・ 私道共有者全員の同意書添付が原則
・ 一部所在等不明者を除き、共有者の過半数を超える土地所有持分及び土地所有者数からの同意
書添付でも可（※平成29年に「全員の同意」から制度を見直し）
・ 同意取得した対象の土地のみ助成対象

＜概略図＞

制度改正により、所在等不明者の同意によらず、補助制度の活用が可能となった
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＜E自治体における同意を求める私道共有者の範囲（共同排水設備設置助成制度）＞

【ケース５（Ｅ自治体）：共同排水設備設置の補助制度（新設）に係る事例④（相互持合型）】
同意要件見直しにより対応可能となったケース

＜事例の概要と対応策の例＞

１．共有私道等の概要
・６筆の土地で構成される私道（下図青枠内）
【筆①】土地所有者①が所有 【筆②】土地所有者②が所有（所在等不明）
【筆③】土地所有者③が所有 【筆④】土地所有者④が所有
【筆⑤】土地所有者⑤が所有 【筆⑥】土地所有者⑥が所有

２．排水設備設置等の必要性・状況の概要
・私道下には既設の排水管はなく、公道に面する2宅地（①・③）は直接公共下水道に接続済
・私道に面する④・⑤が筆③・④・⑤の土地を使用し、排水設備等を設置する必要
・Ｅ自治体においては、共同排水設備設置助成制度があり、土地所有者等は当該制度の活用により
共同排水設備の設置を希望

３．本ケースにおける補助制度活用に係る整理
（前提）
・④：筆③(相互持合型私道)を使用する必要

・⑤：筆③・④(相互持合型私道)を使用する必要
・②が所在等不明のため、同意書を得ることができない。

（対応）
・共同排水設備設置助成制度について、平成29年の制度改正により、共同排水設備の設置に必要な
土地所有者（③～⑤）からの同意書を得ればよく、所在等不明の土地所有者②、工事に所有の土地を
使用しない土地所有者①・⑥の同意書は必要としないことから、同制度の活用が可能

・ 私道共有者全員の同意書添付が原則
・ 工事範囲が路線の部分的なものであった場合、当該範囲にあたる筆の所有者からの同意書添付で
も可（※平成29年に全員の同意」から制度を見直し）

＜概略図＞

制度改正により、共同排水設備の設置に必要な土地所有者の同意取得により補助制度の活用が可能となった
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＜事例の概要と対応策の例＞

１．共有私道等の概要
・令和元年築造（コンクリート舗装）の延長45m、幅1.8mの共有私道（共同所有型）
・１筆の土地で構成される私道敷（下図青枠内）で、①～⑤の土地所有者の共有物
(持分は、各５分の１）
・土地所有者のうち、①は死亡のため所在等不明

２．排水設備設置等の必要性・状況の概要
・ 公道に面する①、③は公共下水管に直接接続済
・ Ｆ自治体においては、公共下水道布設制度があり、土地所有者等（②・④・⑤）は当該制度の活用
を希望

３．本ケースにおける公共下水道布設に係る整理
（前提）
・②・④・⑤：①～⑤所有の土地（共同所有型）を共有物として使用する必要

・土地所有者①が所在等不明のため、同意書を得ることができない。
（対応）
・公共下水道布設については、平成30年の制度改正により、死亡した土地所有者①の被相続人の
持分が全体の過半数に満たなかったため、取得が可能な相続人の同意書のみにより同制度の活
用が可能

【ケース６（F自治体）：公共下水道布設制度に係る事例①（共同所有型）】
同意要件見直しにより対応可能となったケース

＜F自治体における同意を求める私道共有者の範囲（公共下水道布設制度）＞

・ 私道共有者全員の同意書添付が原則
・ 所有者が死亡している場合、被相続人の持分が全体の過半数に満たない場合に限り、取得が可能な
相続人の同意書のみで可 ※明確な反対者がいる場合は除く
・ 所有者全員の同意書の取得が困難な場合、共有者の持分の過半数からの同意の取得で可
※明確な反対者がいる場合は除く （※平成30年に、「全員の同意」から制度を見直し）

＜概略図＞ ６

制度改正により、死亡者の対応として、取得可能な相続人の同意書のみで公共下水道布設制度の
活用が可能
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＜G自治体における同意を求める私道共有者の範囲（公共下水道布設制度）＞

【ケース７（G自治体）：公共下水道布設制度に係る事例②（共同所有型）】
同意要件見直しにより対応可能となったケース

・ 私道共有者全員の同意書添付が原則
・ 所在等不明者の共有者がいる場合は、当該者の同意書添付は不要

（※令和元年に「全員の同意」から制度を見直し）

＜事例の概要と対応策の例＞
１．共有私道等の概要
・昭和55年築造（アスファルト舗装）の延長50m、幅5mの共有私道（共同所有型）
・１筆の土地で構成される私道敷（下図青枠内）は、①～⑪の土地所有者が共有(持分は、沿道敷地
の所有者は概ね各７分の１で、私道に接していない敷地の所有者の持分は少ない）

・土地所有者のうち、①～③は現地に居住しておらず所在不明

２．排水設備設置等の必要性・状況の概要
・ G自治体においては、公共下水道敷設制度があり、私道下には公共下水管が設置済で、②・③・
⑧・⑪の宅地が接続済
・ 私道に面する⑩は、地方公共団体が自宅に設置した汚水枡と公共下水道との接続が必要であり、
土地所有者（⑩）は公共下水道布設制度の活用を希望

３．本ケースにおける公共下水道布設に係る整理
（前提）
・⑩：①～⑪所有の土地（共同所有型）を共有物として使用する必要
・土地所有者①～③が所在不明のため同意書を得ることができない。

（対応）
・公共下水道布設については、令和元年の制度改正により、所在等不明の土地所有者①～③を除
く、全員からの同意書の取得で可となったため、同制度の活用が可能

＜概略図＞ ７

制度改正により、所在等不明者の同意によらず、公共下水道布設制度の活用が可能
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＜H自治体における同意を求める私道共有者の範囲（公共下水道布設制度）＞

【ケース８（H自治体）：公共下水道布設制度に係る事例③（共同所有型）】
同意要件見直しにより対応可能となったケース

・私道共有者の持分価格の過半数（所在不明の共有者を除く）からの同意書添付
※ 明確な反対者がいる場合は除く （※令和元年に「全員の同意」から制度を見直し）

＜事例の概要と対応策の例＞
１．共有私道等の概要
・昭和48年築造（コンクリート舗装）の延長30m、幅3.0mの共有私道（共同所有型）
・１筆の土地で構成される私道敷（下図青枠内）で、①～⑦の土地所有者が共有(持分は、②が16分

の３、③が16分の１、④が８分の２、①～⑦は各８分の1で、⑧は持分なし。）
・土地所有者のうち、⑦は所在不明

２．排水設備設置等の必要性・状況の概要
・ 私道に面する①～④、⑧は浄化槽又はくみ取り便所を使用しており、①～④・⑧は公共下水管へ
の接続が必要
・ H自治体においては、公共下水道布設制度があり、土地所有者等（①～④・⑧）は、当該制度の
活用を希望

３．本ケースにおける公共下水道布設に係る整理
（前提）
・①～④：①～⑦所有の土地（共同所有型）を共有物として使用する必要

・⑧：①～⑦所有の土地を使用する必要
・土地所有者⑦が所在不明のため同意書を得ることができない。

（対応）
・公共下水道布設については、令和元年の制度改正により、所在等不明の土地所有者⑦を除く、
共有者の持分価格の過半数からの同意書の取得で可となったため、同制度の活用が可能

＜概略図＞ ８

制度改正により、所在等不明者の同意によらず、公共下水道布設制度の活用が可能
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＜I自治体における同意を求める私道共有者の範囲（公共下水道布設制度）＞

【ケース9（I自治体）：公共下水道布設制度に係る事例④（相互持合型）】
同意要件見直しにより対応可能となったケース

＜事例の概要と対応策の例＞
１．共有私道等の概要
・平成元年築造（アスファルト舗装）の延長80m、幅4.2mの共有私道（相互持合型）
・６筆の土地で構成される私道敷（下図青枠内）で、最大26名で共有（相互持合）
【筆A,B】土地所有者26名で共有（相互持合）
【筆C,D】土地所有者20名で共有（相互持合）
【筆E】 土地所有者14名で共有（相互持合）
【筆F】 土地所有者14名で共有（相互持合）

２．排水設備設置等の必要性・状況の概要
・私道下に既設の排水管はなく、公道に面した①・④・⑥・⑧は公共下水道に接続済。
・②・③・⑤・⑦・⑨～⑯が公共下水道への接続が必要
・Ｉ自治体においては、公共下水道布設制度があり、土地所有者等（同上）は当該制度の活用を希望

３．本ケースにおける排水設備設置等に係る整理
（前提）
・②・③・⑤・⑦・⑨～⑯：筆A・B・C・D（相互持合型私道）を使用する必要

・筆A～Fに持分を有する土地所有者⑧が同意拒否のため、同意書を得ることができない。
（対応）
・公共下水道布設制度については、平成28年の制度改正により、私道共有者全員の同意書添付を
求めていないため、土地所有者⑧の同意書取得によらず、同制度の活用が可能

・私道共有者全員の同意書添付が原則
・協議を経ても共有者全員の同意が得られない場合、共有者の一部が特定できない又は所在不明な場
合は、持分価格の過半数の同意書添付で可

（※平成28年に「全員の同意書添付」から制度を見直し）

＜概略図＞

制度改正により、反対者を含む共有者全員の同意の取得によらず、公共下水道布設制度の活用が可能
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＜J自治体における同意を求める私道共有者の範囲（公共下水道布設制度）＞

【ケース10（J自治体）：公共下水道布設制度に係る事例⑤（共同所有型）】
同意要件の見直しが求められるケース

・私道共有者全員の同意書添付が原則

＜事例の概要と対応策の例＞
１．共有私道等の概要
・平成12年築造（アスファルト舗装）の延長70m、幅2.5～4.0mの共有私道（共同所有型）
・２筆の土地で構成される私道敷（下図青枠内）で、①～⑫の土地所有者が共有(それぞれの持分1/12）

２．排水設備設置等の必要性・状況の概
・ 私道に面する⑥～⑨、⑪はＵ字側溝による雨水排除及び浄化槽排水を処理しており、公共下水管へ
の接続が必要

・ Ｊ自治体は、公共下水道布設制度があり、土地所有者（⑥～⑨・⑪）は当該制度の活用を希望

３．本ケースにおける公共下水道布設に係る整理
（前提）
・⑥～⑨、⑪：①～⑫所有の土地（共同所有型）を共有物として使用する必要

・土地所有者④が同意拒否のため、同意書を得ることができない。
（対応）
・公共下水道布設について、私道共有者全員の同意書を求めているため、土地所有者④の同意拒否
により、同制度の活用は不可

４．課題解決に向けた対応策（案）
公共下水道布設制度について、民法の共同所有型私道に係る同意要件の考え方等を参考に、

必要とする同意の範囲について、少なくとも「共有者の持分価格の過半数」等の方向で見直
すことが考えられる。

＜概略図＞ 10

反対者の存在により全員の同意書を取得できず、公共下水道布設制度申請を断念
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＜K自治体における同意を求める私道共有者の範囲：公共下水道布設制度 ＞

【ケース11（K自治体）：公共下水道布設制度に係る事例⑥（相互持合型）】
同意要件の見直しが求められるケース

＜事例の概要と対応策の例＞
１．共有私道等の概要
・昭和45年築造（アスファルト舗装）の延長128m、幅4.0mの共有私道（相互持合型）
・４筆の土地で構成される私道敷（下図青枠内）２筆では法定相続人の一部が所在不明
【筆A】会社（倒産）が所有
【筆B】土地所有者が死亡し、法定相続人で共有
【筆C】土地所有者が死亡し、法定相続人で共有 （法定相続人の一部が所在不明）
【筆D】土地所有者が死亡し、法定相続人で共有 （法定相続人の一部が所在不明）

２．排水設備設置等の必要性・状況の概要
・①～⑩の土地所有者等が実施主体となり、私道に排水設備等を設置する必要。
・自治体Kにおいては、共同排水設備設置助成制度及び公共下水道布設制度があり、土地所有者等（①
～⑩）は公共下水道布設制度の活用を希望

３．本ケースにおける排水設備設置等に係る整理
（前提）
・①～⑩：筆A・B・C・D（相互持合型私道）を使用する必要

・筆A～Dについて清算人、所在不明以外の法定相続人は承諾
・筆C・Dについて法定相続人の一部が所在不明のため、同意書を得ることができない。

（対応）
・公共下水道布設制度について、私道共有者全員の同意書を求めているため、筆C・Dに係る同意書
がそろわないことから制度活用不可
（※）共同排水設備等設置助成制度について、平成24年の制度改正により、私道共有者の全員の同意書

添付は求めていないため、制度活用可

４．課題解決の方向性（案）
公共下水道布設制度についても、相互持合型私道に係る下水道法第11条の排水に関する受忍義

務の考え方等を参考に、必要とする同意の範囲について、少なくとも「所在等不明者を除く」等
の方向で見直すことが考えられる。

・私道共有者全員の同意書添付が原則
（参考）
共同排水設備設置助成制度：所在不明の共有者を除き全員の同意書添付が必要

（※平成24年に「全員の同意書添付」から制度を見直し）
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＜概略図＞

公
道

所在等不明者の存在により全員の同意書を取得できず、公共下水道布設制度申
請を断念（共同排水設備設置助成度により排水設備を設置）

法定相続人の一部が所在等不明
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